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１．はじめに
昨今、急速に変化する社会情勢に付随するかのように地域社会のニーズも変化が訪れている。外
部環境の変化に伴い、新潟経営大学では平成19年度に経営情報学部経営情報学科にコース制を導入
し、「ナレッジ・マネジメントコース」、「アカウティング・ファイナンスコース」、「コミュニケーシ
ョン・デザインコース」の3コースを設定した。3コースともコースコンセプトに基づき、コース独
自の特色を打ち出したカリキュラム構成にしたがって教育を行っている。
ところで、学生個人が大学卒業後に活躍するビジネス分野では、1990年代からの急速なICT
（Information and Communication Technology）化により、大企業のみならず中小企業において
もパソコンの導入やインターネットへの接続環境が整備されている注１），[1]。
このような社会情勢が意味することは、学生はビジネスの世界に身を投じた瞬間から、一社会人
として、パソコンとアプリケーションソフトを駆使しながら成果物を生産することが求められてい
るのである。そのため、学生は大学在学中に目的の成果物を生産するために必要なパソコンの基本
操作や基本的なアプリケーションソフトの操作方法を修得し、パソコンを道具として利用できるよ
うに準備しておく必要がある。
このような背景により、新潟経営大学の情報教育に関しては、コンピュータリテラシーを含む基
礎的な情報リテラシー科目は、経営情報学科においては平成19年度カリキュラム[2]より1年次・2年
次必修科目とし、3コース共通で開講している。また、経営情報学部競技スポーツマネジメント学科
では選択科目として開講している。
しかし、コンピュータリテラシーについては、学生個人により、それまでの経験や培った技能な
どに大きな差がある。コンピュータリテラシーに関する授業を円滑に進行するためには、学生の特
性を把握しておく必要がある。
本論文においては、情報リテラシー科目のうちコンピュータリテラシーに関する科目を履修する
学生のコンピュータリテラシーについての特性の分析を行い、新潟経営大学に入学する学生の特性
傾向をつかみ、今後の情報リテラシー教育について考察を行うことを目的とする。
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注１）総務省発表の「平成18年度 通信利用動向調査」では、企業や事業所におけるインターネットの利用状況は、常用雇用者規模100人
以上の企業（農業、林業、漁業、鉱業、通信業及び公務を除く。）の利用率が98.8％、常用雇用者規模5人以上の事業所（通信業を除く。）の
利用率が85.6％となっている。また、事業所におけるパソコン保有率が93.4％となっている。企業においてインターネットに接続して
いる端末の配備状況については、「1人に1台以上」が41.2％と最も多く、また「2人に1台」以上の企業は全体の6割となっている。
２．分析方法
２．１ 調査概要
本論文における分析は、2007年4月13日～4月20日の間、新潟経営大学の情報リテラシー科目の
うちコンピュータリテラシーに関する科目である経営情報学科1年次開講科目「情報リテラシー基礎
演習Ⅰ」の履修学生、および競技スポーツマネジメント学科1年次開講科目「情報処理基礎演習」の
履修学生、ならびに情報関連演習科目を履修しない学生対象の「情報処理室講習会」に参加した学
生を対象として実施した「情報処理に関するアンケート」調査の調査データに基づき行うものとす
る。アンケート調査の回答者数は144人、そのうち有効回答者数は134人であった。
２．２ 回答者概要
２．２．１ 所属学科別性別構成
Table 1に所属学科別性別構成を示す。Table 1を見ると、有効回答者数のうち、男性が122人で
91.0％、女性が12人で9.0％となっている注２）。
Table 1 所属学科別性別構成
２．２．２ 所属学科別卒業高校学科構成
Fig. 1 に所属学科別卒業高校学科構成を示す。経営情報学科においては、高等学校の普通科を卒
業した学生が76.1％となっている。競技スポーツマネジメント学科においては、高等学校の普通科
を卒業した学生が64.0％であり、高等学校の農業に関する学科および家庭に関する学科を卒業した
学生はいないという結果になっている。
また、両学科とも、商業に関する学科を卒業した学生が12％程度となっているのが特徴となって
いる。
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（単位：人）
所属学科 男性 女性 合計
経営情報学科
101 8 109
92.7％ 7.3％ 100.0％
競技スポーツマネジメント学科
21 4 25
84.0％ 16.0％ 100.0％
全体
122 12 134
91.0％ 9.0％ 100.0％
注２）平成19年10月現在、新潟経営大学の在籍学生全体で男子学生が88.2％、女子学生が11.8％となっており、男子学生が非常に高
い割合で在学している。
Fig.1 所属学科別卒業高校学科構成
３．アンケート調査結果
３．１ パソコン経験歴
Table 2にパソコンの経験歴の結果を示す。Table 2を見ると、「なし」が20.9％（28人）、「6ヶ月
未満」が8.2％（11人）となっている。パソコン使用経験が「なし」と「6ヶ月未満」を合計すると、
経験がほとんどない学生が全体の約3割存在していることがわかった。
また、使用経験について「わからない」が25.4％（34人）となっている。これは、パソコンを使
用したことはあるが、パソコン経験歴として質問された場合にパソコンを始めて使ったのが何時の
時点であるかが不明なために「わからない」と回答した人が含まれていると考えられる。
Table 2 パソコンの経験歴
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経験歴 人数
なし 28 （20.9％）
6ヶ月未満 11 （8.2％）
1年未満 15 （11.2％）
1年6ヶ月未満 3 （2.2％）
2年未満 8 （6.0％）
2年6ヶ月未満 2 （1.5％）
3年未満 9 （6.7％）
3年6ヶ月未満 4 （3.0％）
4年未満 6 （4.5％）
4年以上 13 （9.7％）
わからない 34 （25.4％）
無回答 1 （0.7％）
総計 134（100.0％）
３．２ 高等学校における「情報」教科の履修状況
文部科学省では、平成11年3月29日に高等学校学習指導要領の改定（現行学習指導要領）を行っ
た。現行学習指導要領では、高等学校において「情報」教科を学習することとなっており、平成15
年度から年次進行により実施されている[3],[4]。平成19年度入学生は現行学習指導要領の適用2年目に
あたる学生である。また、「情報」教科は「情報A」、「情報B」、「情報C」の3科目に分かれている。
各高等学校の学習指導計画によりいずれか1つ以上の科目を履修することになっている。
高等学校における「情報」教科の履修状況の結果をFig. 2 に示す。また、履修状況の詳細を分析
するために、「情報」教科3科目の履修状況のクロス集計を行った。「情報」教科3科目の履修状況詳
細をTable 3に示す。
Fig. 2 から「情報」教科3科目のうち「情報A」を履修したのが49.3％（66人）、「情報B」を履修
したのが6.7％（9人）、「情報C」を履修したのが0.7％（1人）と回答している。「情報」教科3科目
を履修したと回答した者の履修状況詳細をTable 3で確認してみると、「情報A」を履修したと回答
した者うち、「情報A」のみを履修したのは34.3％（46人）である。「情報A」と「情報B」の両方を
履修したのは2.2％（3人）となっている。そして、「情報A」、「情報B」、「情報C」の全てを履修した
のは0.7％（1人）となっている。また、「情報B」のみを履修したのは3.7％（5人）となっている。
「情報B」と「情報C」の両方を履修したのは0人である。「情報C」のみを履修したのも0人となって
いる。
反対に、Table 3から「情報」教科3科目全てを履修していないのが16.4％（22人）存在している
ことがわかった。これは平成18年度に問題となった高等学校における必履修教科・科目の未履修問
題[5],[6] の影響が現れていると考えられる。
また、Table 3から「「情報」教科の3科目いずれかを履修したかどうか「わからない」と回答した
のが26.1％（35人）となっている。回答に至った背景として、「情報」教科であるが数学などの他の
教科・科目の内容を大幅に取り入れていた[6]ため授業内容を混同していた、あるいは、「情報」教科
であるのだが教科書が例えば「情報A」という名称が表記された教科書を使用していなかった、な
どが考えられる。
Fig. 2  高等学校における「情報」教科の履修状況
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Table 3 「情報」教科3科目の履修状況詳細
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３．３ メールの利用
Table 4にパソコンでのメールの利用状況と利用ツールを示す。Table 4からパソコンを利用して
メール送受信をした際に38.8％（52人）が「メールソフト」を利用したことがあり、21.6％（29人）
が「ウェブメール」を利用したことがあることがわかった。そのうち、17.9％（24人）がメールソ
フト・ウェブメールの両方を使ってメールの送受信をしたことがある。
反対に、パソコンを利用してメール送受信をしたことのない学生が47.0％（63人）となっており、
約半数の学生がパソコンでのメールの送受信をした経験がないことが明らかになった。
Table 4 パソコンでのメール利用
３．４ オフィスツールの利用
オフィスツールには様々なアプリケーションソフトが存在している。特にその中でもビジネスで
広く利用されているのがMicrosoft社のOffice（以下、MS-Office）である。大学はビジネス社会に
有用な人材を送り出すための教育機関の側面もあるため、大学における情報リテラシー教育（特に
コンピュータリテラシー）においても、数多くの教育現場でMS-Officeが用いられている。
MS-Officeの中で特に使用されているのが、文書作成ソフトであるMS-Word（以下、Wordとする）、
表計算ソフトであるMS-Excel（以下、Excelとする）、プレゼンテーション作成ソフトであるMS-
PowerPoint（以下、PowerPointとする）である。特にこの３つのアプリケーションソフトは社会
人となるまでに、ソフトの使用方法や有する機能のみならず、アプリケーションソフトを使うこと
によって何がどこまでできるのかを理解しておく必要がある。
３．４．１ 文書作成ソフトの利用
Table 5にWordの利用状況を示す。Wordによる文書を「作成したことがある」と「普段も作成
している」と合わせて52.2％（70人）となっており、約半数の学生がWordを用いて文書作成をした
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（単位：人）
ウェブメール
メールソフト はい いいえ わからない 総　計
はい
24 18 10 52
17.9％ 13.4％ 7.5％ 38.8％
いいえ
4 63 2 69
3.0％ 47.0％ 1.5％ 51.5％
わからない
1 3 9 13
0.7％ 2.2％ 6.7％ 9.7％
総　計
29 84 21 134
21.6％ 62.7％ 15.7％ 100.0％
ことがあることがわかった。しかし、文書の中に用いられることの多い表や図の作成については、
表作成は33.6％（45人）が、図の作成は40.3％（54人）が作成したことが全くないことがわかった。
Table 5 Wordの利用状況
３．４．２ 表計算ソフトの利用
Table 6にExcelの利用状況を示す。Excelで表を「作成したことがある」と「普段も作成してい
る」と合わせて58.2％（78人）となっており、約6割の学生がExcelを使って表を作成したことがあ
ることがわかった。
表計算ソフトの機能のうち、計算機能の利用については、数式（計算式）を「作成したことがあ
る」と「普段も作成している」と合わせて50.0％（67人）となっており、半数の学生が計算機能を
使っている。また、数式と同じ計算機能の一つである関数を「作成したことがある」と「普段も作
成している」と合わせて35.8％（48人）となっている。関数の利用については数式より14.2ポイン
トの差があるが、約4割の学生が取り扱ったことがあることがわかった。
表計算ソフトの機能のうち、数値データの傾向をビジュアル化するグラフ機能の利用については、
グラフを「作成したことがある」が50.0％（67人）となっており、半数の学生がグラフを作成した
ことがあることがわかった。しかし、表の作成や計算機能とは異なり、グラフ機能は「普段も作成
している」が0.0％（0人）と普段は活用されていないことがわかった。
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（単位：人）
全くない 作成したこ 普段も作成 わからない 無回答 総　計とがある＿ している＿
Word文書作成
34 65 5 28 2 134
25.4％ 48.5％ 3.7％ 20.9％ 1.5％ 100.0％
Word表作成
45 52 1 32 4 134
33.6％ 38.8％ 0.7％ 23.9％ 3.0％ 100.0％
Word作図
54 41 0 36 3 134
40.3％ 30.6％ 0.0％ 26.9％ 2.2％ 100.0％
Table 6 Excelの利用状況
３．４．３ プレゼンテーション作成ソフトの利用
Table 7 にPowerPointによるプレゼンテーション資料作成と発表状況を示す。PowerPointによ
るプレゼンテーション資料の作成については「全くない」が44.0％（59人）となっており、
PowerPoint はWordやExcelと比べてあまり使われていないことがわかった。
また、プレゼンテーションの発表についても、PowerPointを使用して資料作成し多数の聴衆者の
前で発表したことがあるのは、プレゼン発表が「一度ある」と「何度もある」を合わせて21.7％
（29人）となっており、全体の約２割の学生しか経験していないことがわかった。
Table 7 PowerPointによるプレゼンテーション資料作成と発表状況
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（単位：人）
全くない 作成したこ 普段も作成 わからない 無回答 総　計とがある＿ している＿
Excel表作成
25 76 2 29 2 134
18.7％ 56.7％ 1.5％ 21.6％ 1.5％ 100.0％
Excel数式
33 66 1 32 2 134
24.6％ 49.3％ 0.7％ 23.9％ 1.5％ 100.0％
Excel関数
46 47 1 37 3 134
34.3％ 35.1％ 0.7％ 27.6％ 2.2％ 100.0％
Excelグラフ作成
38 67 0 26 3 134
28.4％ 50.0％ 0.0％ 19.4％ 2.2％ 100.0％
（単位：人）
プ レ ゼ ン 発 表
プレゼン資料作成 全くない 一度ある 何度もある わからない 無回答 総　計
全くない
55 2 0 2 0 59
41.0％ 1.5％ 0.0％ 1.5％ 0.0％ 44.0％
作成したことがある
13 25 4 4 0 46
9.7％ 18.7％ 3.0％ 3.0％ 0.0％ 34.3％
普段も作成している
0 0 0 0 0 0
0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
わからない
5 1 0 21 0 27
3.7％ 0.7％ 0.0％ 15.7％ 0.0％ 20.1％
無回答
0 0 0 0 2 2
0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 1.5％ 1.5％
総　計
73 28 4 27 2 134
54.5％ 20.9％ 3.0％ 20.1％ 1.5％ 100.0％
３．５ 家庭における利用状況
３．５．１ パソコンとインターネット接続の環境整備
近年は企業のみならず家庭においてもパソコンの導入やインターネットへの接続環境の導入など
のインフラ整備が整いつつある注３），[1]ため、プライベートにおける利用状況に関しても調査を行っ
た。家庭におけるパソコン所有とインターネット接続の環境整備状況をTable 8に示す。
Table 8を見ると、「自宅でパソコンを所有している」が全体で79.1％（106人）で、「自宅にイン
ターネット接続環境がある」が73.9％（99人）となっており、自宅においてパソコンとインターネ
ット接続環境の導入は高い比率を示していることがわかる。
Table 8 家庭におけるパソコン所有とインターネット接続の環境整備状況
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注３）総務省発表の「平成18年度 通信利用動向調査」では、世帯における情報通信機器の保有状況について、「パソコン」の保有率
は74.1％であった。また、インターネットを利用している世帯は79.3％であった。
（単位：人）
インターネット接続環境
パソコンの所有 はい いいえ わからない 無回答 総　計
はい
94 11 1 0 106
70.1％ 8.2％ 0.7％ 0.0％ 79.1％
いいえ
4 19 0 0 23
3.0％ 14.2％ 0.0％ 0.0％ 17.2％
わからない
1 0 1 1 3
0.7％ 0.0％ 0.7％ 0.7％ 2.2％
無回答
0 0 0 2 2
0.0％ 0.0％ 0.0％ 1.5％ 1.5％
総　計
99 30 2 3 134
73.9％ 22.4％ 1.5％ 2.2％ 100.0％
３．５．２ 家庭におけるパソコン使用状況
自宅においてパソコンを所有していると回答した106名に対して、自宅でのパソコン利用時間と
利用内容（複数回答可）を追加調査した。Table 9にパソコン所有の場合のパソコン利用時間を示す。
Table 10にパソコン所有の場合の利用内容を示す。
Table 9から、自宅でのパソコン利用時間が「30分未満」が40.6％（43人）と多く、次いで「1時
間未満」が15.1％（16人）となっており、自宅でのパソコン利用時間が1時間以内の利用者が全体
のほぼ半数にのぼることが明らかとなった。また、「4時間未満」が0.9％（1人）、「4時間以上」が
1.9％（2人）となっており、自宅において長時間パソコンを利用している利用者も存在しているこ
とが明らかとなった。
自宅でのパソコン利用内容は、Table 10から「ホームページ・ブログ閲覧」と答えた学生が圧倒
的に多く71人となっている。次いで、「パソコンゲーム」と「音楽鑑賞」が同一回答者数で27人と
なっている。
Table 9 パソコン利用時間 Table 10 利用内容
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時間 人数
30分未満 43 （40.6％）
1時間未満 16 （15.1％）
1時間30分未満 11 （10.4％）
2時間未満 8 （7.5％）
2時間30分未満 0 （0.0％）
3時間未満 3 （2.8％）
3時間30分未満 0 （0.0％）
4時間未満 1 （0.9％）
4時間以上 2 （1.9％）
わからない 21 （19.8％）
無回答 1 （0.9％）
総　計 106（100.0％）
項目 人数
ホームページ・ブログ閲覧 71
パソコンゲーム 27
音楽鑑賞 27
TV・映画鑑賞 21
ショッピング 16
メール 13
文書作成 11
オンラインゲーム 7
その他 5
ブログへの記事投稿 4
表計算 2
画像製作 2
楽曲製作 2
ホームページ作成 1
プレゼンテーション資料作成 0
プログラミング 0
無回答 7
３．６ 「情報」への興味
アンケートでは「情報」という事柄を明確に定義せず、2007年4月の段階で学生個人が漠然と考
えている「情報」というものについて興味があるかどうかを調査した。その結果をTable 11に示す。
Table 11から「はい」と答えた学生が70.1％（94人）となっており、7割の学生が「情報」とい
うものに興味があることがわかった。
Table 11「情報」への興味
４．考察
本論文では、新潟経営大学の情報リテラシー教育科目のうちコンピュータリテラシーに関する科
目を履修する学生のコンピュータリテラシーに関する特性の分析を行い、新潟経営大学に入学する
学生の特性傾向を明らかにした。
コンピュータリテラシーの根幹に係わるパソコンの使用については、使用経験がほとんどない学
生が全体の約3割存在していることがわかった。そのような使用経験がほとんどない学生は「情報」
科目に何らかの苦手意識を持っている可能性が考えられる。しかし、パソコンを操作する力や理解
度などはパソコンに触れた頻度と時間に比例するため、使用経験がほとんどない学生については、
特に、コンピュータリテラシーに関する科目を通して、積極的にパソコンに触れていく機会を増や
していかなければならない。
一方、「情報」への興味がある学生が7割存在していることも明らかになった。ICT社会では、コ
ンピュータを操作する力だけでなく、情報を収集・整理し、情報を加工し、さらに情報を分析する
力、情報を発信する力が必須となっている。コンピュータリテラシーを含む基礎的な情報リテラシ
ー科目のみならず他の専門教育科目やゼミなどを通して、ICT社会を生き抜く力を涵養していく必要
がある。
メールについては、プライベートでの利用のみならず、ビジネスにおいても仕事相手との連絡や
調整などに多く利用されており、もはや必須のコミュニケーションツールとなっている。ただし、
ビジネスシーンではいわゆるビジネスマナーが存在しており、メールにもビジネスマナーに沿った
形式のメール作成が要求される。ビジネスマナーを身に付けるには、繰り返し練習して身につけて
いくしか方法がないため、授業時にビジネスマナーを守ったメールの作成を多く取り入れ、繰り返
し練習していく必要がある。
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「情報」への興味 人数
はい 94 （70.1％）
いいえ 8 （6.0％）
わからない 29 （21.6％）
無回答 3 （2.2％）
総　計 134（100.0％）
オフィスツールについては、プレゼンテーション作成ソフトが文書作成ソフトや表計算ソフトに
比べて使用経験に乏しい学生が多数存在することがわかった。ビジネスシーンにおいては、プレゼ
ンテーションは社内における会議での発表資料や顧客への提案資料など多彩な場面で利用されてい
る。そのため、プレゼンテーション作成ソフトの使い方のみならず、いかに、相手に意思や考えを
伝えることのできる（説得力のある）プレゼンテーション資料を作成できるようにしていくかが、
今後の授業での取り組みの課題となる。
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